
「薩摩川内市新型コロナウイルス感染症関連 

地域の商いパワーアップ事業補助金」活用事業 

 

1 

 

 

 

令和４年度 薩摩川内市内全域プレミアム付商品券（とくとく商品券）利用店舗規約 

 
第１条（総則） 

本規約は、プレミアム付商品券（以下「とくとく商品券」といいます。）の利用店舗（以下

「利用店舗」といいます。）が、その店舗、施設等において、とくとく商品券による商品

の販売、サービスの提供等を行うこと等について必要な事項を定めるものです。 

 

第２条（定義） 

本規約において使用する用語の定義は、次のとおりとします。 

1. 「利用店舗」 

薩摩川内市内で小売業・サービス業・飲食業・宿泊業等を営む「個人事業主」もし

くは「薩摩川内市内に本店の登記をしている法人」のうち、その経営者が本規約を

承諾のうえ所定の申請書にて川内商工会議所（以下「会議所」といいます。）に申請

し、会議所が承認したものをいいます。 

2. 「とくとく商品券」 

取得から令和４年１０月３１日(月)までの間に、利用店舗にて使用できるプレミア

ム付商品券をいいます。 

3. 「利用者」 

とくとく商品券利用者規約を承諾の上、とくとく商品券を利用店舗で使用する者を

いいます。 

4. 「とくとく商品券取引」 

利用者が利用店舗より商品の販売、又はサービス提供を受けた場合に、その代金の

全てまたは一部をとくとく商品券で取引することをいいます。 

5. 「とくとく商品券取引精算」 

利用店舗と会議所との間で、とくとく商品券取引に対する精算を行うことをいいま

す。 

 

第３条（加盟登録要件） 

利用店舗の要件は、次の1項もしくは2項に該当し、3項及び4項を満たしていることです。 

1. 薩摩川内市内で小売業・サービス業・飲食業・宿泊業等を営む個人事業主であるこ

と 

2. 薩摩川内市内で小売業・サービス業・飲食業・宿泊業等を営む薩摩川内市内に本店

の登記をしている法人であること 

（ただし、令和４年４月１日現在で川内商工会議所もしくは薩摩川内市商工会の会

員事業所は市外資本でも加盟可能） 

3. 新型コロナウイルス感染症の感染防止対策については、業種ごとの感染拡大予防ガ

イドラインを遵守すること 

4. 業務の内容が公序良俗に反する営業を行っている事業者でないこと 
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第４条（利用店舗） 

1. 利用店舗として承認を受けようとする事業所の経営者は、本規約を確認し同意した

のち、あらかじめ所定の申請書により申請し、会議所の承認を得るものとします。 

2. 会議所は申請を承認した場合、利用店舗証(以下「加盟店証」といいます)を付与し

ます。なお、利用店舗の追加、脱退についても同様に会議所の承認を得るものとし

ます。利用店舗は、加盟店証を利用者が良く見える場所に掲示するものとします。 

3. 利用店舗は、会議所からとくとく商品券の取扱いに関する調査協力依頼があった場

合には協力するものとします。 

4. 利用店舗は、会議所がとくとく商品券の利用促進のために、利用店舗の個別の了承

なしに印刷物、電子媒体等に利用店舗の名称および所在地等を掲載することを、あ

らかじめ異議なく認めるものとします。 

5. 利用店舗は、加盟店証等を本規約に定める目的以外の用途に使用してはならず、ま

た、これを第三者に使用させてはならないものとします。 

6. 利用店舗は、令和４年１１月１日(火)以降、直ちに利用店舗の負担において、加盟店

証を取り外し、会議所が支給した備品を速やかに破棄するものとします。 

 

第５条（届出事項の変更） 

1. 利用店舗は、会議所に届け出ている店舗名、代表者、電話番号、振込指定金融機関

口座等、その利用店舗登録申請書に記載した事項に変更が生じた場合には、直ちに

所定の方法により会議所へ届け出て、承認を得るものとします。 

2. 前項の届出がないために、会議所からの通知または送付書類、換金精算代金が延着

し、または到着しなかった場合には、通常到達すべきときに利用店舗に到着したも

のとみなすものとします。 

 

第６条（地位の譲渡等） 

1. 利用店舗は、本規約上の地位を第三者に譲渡できないものとします。 

2. 利用店舗は、利用店舗としての債権を第三者に譲渡、質入れ等できないものとしま

す。 

 

第７条（業務の委託） 

1. 利用店舗は、本規約に基づいて行う業務の全部または一部を第三者に委託できない

ものとします。 

2. 前項にかかわらず、会議所が事前に承諾した場合には、利用店舗は第三者に業務委

託を行うことができるものとします。 

3. 前項により会議所が業務委託を承諾した場合においても、利用店舗は本規約に定め

る全ての義務および責任を免れないものとします。また、業務委託した第三者（以

下「業務代行者」といいます｡）が委託業務に関連して会議所に損害を与えた場合、

利用店舗は業務代行者と連帯して会議所の損害を賠償するものとします。 

4. 利用店舗は、業務代行者を変更する場合には、事前に会議所の承諾を得るものとし

ます。 
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第８条（利用店舗の義務、差別的取扱いの禁止等） 

1. 利用店舗は、本規約および会議所が別途提供する利用店舗マニュアルに基づき商品の販

売、又はサービスの提供を行うものとします。 

2. 利用店舗は、有効なとくとく商品券を提示した利用者に対し、取扱いを拒絶したり、現

金客と異なる代金を請求したり、取扱いの金額に本規約に定めること以外の制限を設け

る等、利用者に不利となる差別的取扱いを行わないものとします。また、基本的にはと

くとく商品券は、現金と同様に利用店舗が行う商品の販売、又はサービスの提供に対し

て利用できるものとします。 

3. 利用店舗は、利用者からとくとく商品券の取扱いまたは商品の販売、又はサービスの提供

に関し、苦情、相談を受けた場合、利用店舗と利用者との間において紛議が生じた場

合ならびに法令に違反する取引の指摘または指導を受けた場合には、利用店舗の費

用と責任をもって対処し、解決にあたるものとします。 

4. 利用店舗は、とくとく商品券取引を行う場合には、善良な管理者の注意義務をもって必

ず確認するものとします。 

5. 利用店舗は、とくとく商品券取引における売上額日計および会議所からの振込金額を必

ず確認するものとします。 

6. 利用店舗は、１件のとくとく商品券取引として処理されるものを、金額の分割等により

複数のとくとく商品券取引にすることを禁じます。 

7. 利用店舗は、会議所の指示を遵守するものとします。 

 

第９条（取引の取り消し及び返金の禁止） 

利用店舗は、とくとく商品券取引の完了後、その取り消しを申し出た利用者に対し、取り

消し及び返金対応することはできないこととします。 

 

第１０条（釣り銭） 

とくとく商品券の額面に満たない利用のときであっても、釣り銭は支払わないものとしま

す。 

 

第１１条（商品の販売、又はサービス等の引き渡し） 

1. 利用店舗は、商品の販売、又はサービス提供を行う場合、とくとく商品券の利用者

に対し、原則として直ちに商品の販売、又はサービスを提供するものとします。 

2. 他の商品券等との併用も可能ですが、それぞれの利用方法、利用期限等をよくご確

認ください。 

 

第１２条（とくとく商品券の不正使用等） 

1. 利用店舗は、提示されたとくとく商品券の真贋に疑義があった場合には、提示者ま

たは利用者に対し商品の販売、又はサービス提供を行わないものとし、その事実

を直ちに会議所に連絡するものとします。 

2. 万が一、利用店舗が前項に違反して商品の販売、又はサービス提供を行った場

合、利用店舗は当該代金全額について一切の責任を負うものとします。 
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3. 偽造、変造、模造されたとくとく商品券に起因する売上等が発生し、会議所が使用

状況等の調査の協力を求めた場合には、利用店舗はこれに協力するものとします。ま

た、利用店舗は、会議所から指示があった場合もしくは利用店舗が必要と判断した

場合には、利用店舗の所在地を所轄する警察署等に当該売上に対する被害届を提出

するものとします。 

 

第１３条（売上債権の譲渡） 

本規約に基づき利用店舗が有する債権について、第三者からの差押、仮差押、滞納処分等

があった場合、会議所は当該債権を所定の手続きに従って処理するものとし、会議所は当

該手続きによる限り遅延損害金を支払う義務を負わないものとします。 

 

第１４条（換金手数料及び精算） 

1. とくとく商品券取引精算における利用店舗の換金手数料は無料とします。 

2. とくとく商品券取引精算は、会議所が別途定める締切日ごとに、当該締切日までの

間に会議所に到着した換金用伝票に記載の金額を利用店舗からの請求とみなし、会

議所より、利用店舗指定の金融機関口座に振り込むことにより行うものとします。 

 

第１５条（利用取消し） 

1. 利用店舗が次の事項に該当する場合、会議所は利用店舗に対し催告することなく直ち

に第４条第１項の規定による承認の全部または一部を解除できるものとし、かつその場

合に生じた損害は利用店舗が賠償するものとします。 

(1) 利用店舗または利用店舗の従業員および利用店舗の業務を行う者が本規約に違

反したときおよびマニュアルを遵守しなかったとき 

(2) 利用店舗登録申請の内容に虚偽があったとき 

(3) 差押、仮差押、仮処分の申し立てまたは滞納処分を受けたとき、破産、会社更生、民

事再生、特別清算の申し立てを受けたとき、またはこれらの申し立てを自らした

とき、合併によらず解散したとき 

(4) 利用店舗の営業または業態が公序良俗に違反すると会議所が判断したとき 

(5) 利用店舗が会議所の信用を失墜させる行為を行ったと会議所が判断したとき 

(6) 利用店舗として不適当と会議所が判断したとき 

2. 利用店舗は、前項の規定により利用店舗登録の取消しを受けた場合には、直ちに利

用店舗の負担において、加盟店証を取り外し、会議所が支給した備品を速やかに破

棄するものとします。 

3. 利用店舗が第一項各号のいずれかに該当する場合、会議所は承認を解除するか否か

にかかわらず、とくとく商品券取引精算金の全部または一部の支払いを保留するこ

とができるものとします。なお、この場合には、会議所は遅延損害金を支払う義務

を負わないものとします。 
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第１６条（買戻特約等） 

1. 利用店舗が本規約に違反してとくとく商品券取引を行った疑いがあると認めた場合

は、会議所は調査が完了するまでとくとく商品券取引精算代金の支払いを保留する

ことができるものとし、調査開始より30日を経過してもその疑いが解消しない場合

には、とくとく商品券取引精算を取消しまたは解除することができるものとします。 

2. 利用店舗は前項の調査に協力するものとします。 

3. 調査が完了し、会議所が当該代金の支払いを相当と認めた場合には、会議所は利用

店舗に当該代金を支払うものとします。なお、この場合には、会議所は遅延損害金

を支払う義務を負わないものとします。 

 

第１７条（反社会勢力との取引拒絶） 

1. 利用店舗は、利用店舗及び利用店舗の親会社・子会社等の関係会社、役員、従業員

等の関係者（関係会社の役員、従業員を含む）が、次の事項のいずれにも該当しな

いことを表明し保証するものとします。 

(1) 暴力団（その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む）が集団的にまた

は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体） 

(2) 暴力団員（暴力団の構成員） 

(3) 暴力団準構成員（暴力団員以外の暴力団との関係を有する者であって、暴力団の威

力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがある者、または暴力団もしくは暴力団

員に対し資金、武器等の供給を行う等暴力団の維持もしくは運営に協力し、もしく

は関与する者） 

(4) 暴力団関係企業（暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、準構成員もし

くは元暴力団員が経営する企業で暴力団に資金提供を行う等暴力団の維持もしくは

運営に協力しもしくは、関与する企業または業務の遂行等において積極的に暴力団

を使用し暴力団の維持もしくは運営 に協力している企業） 

(5) 総会屋等（総会屋、会社ゴロ等企業等を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為

等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者） 

(6) 社会運動等標榜ゴロ（社会運動もしくは政治活動を仮装し、または標榜して、不正

な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民社会の安全に脅威を

与える者） 

(7) 特殊知能暴力集団等（前各号に掲げる者以外の、暴力団との関係を背景に、その威

力を用い、または暴力団との資金的なつながりを有し、構造的な不正の中核となっ

ている集団または個人） 

2. 会議所は利用店舗が前項の規定に違反している疑いがあると認めた場合には、本規

約に基づくとくとく商品券取引を一時的に停止することを請求することができ、こ

の請求があった場合には、利用店舗は、とくとく商品券取引を行うことができない

ものとします。 
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3. 利用店舗が第１項の規定に違反していることが判明した場合、またはその疑いがあ

ると会議所が認めた場合には、会議所は第１６条第１項の規定に基づき承認を解除

するか否かにかかわらず、とくとく商品券取引精算金の全部または一部の支払いを

保留することができるものとします。なお、この場合には、会議所は遅延損害金を

支払う義務を負わないものとします。 

4. 利用店舗が前項の規定に違反していることが判明した場合、または違反している疑

いがあると会議所が認めた場合、会議所は、直ちに第４条第１項の規定による承認を

解除できるものとし、かつその場合、会議所に生じた損害を利用店舗が賠償するも

のとします。また、この場合、会議所は、遅延損害金を支払う義務を負うことな

く、とくとく商品券取引精算金の全部または一部の支払いを保留することができる

ものとします。 

 

第１８条（有効期間） 

第４条第１項の規定による承認の有効期間は令和４年１２月１５日（木）までとします。 

 

第１９条（規約の変更） 

会議所は利用店舗の了解を得ることなく、本規約を変更することがあるものとします。こ

の場合に本規約の利用条件は変更後の規約によるものとします。 

 

第２０条（合意管轄裁判所）  

利用店舗は、とくとく商品券に関して会議所との間に紛争が生じた場合、鹿児島地方裁判

所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに同意します。 

 

第２１条（準拠法） 

本規約に関しては、全て日本国内法が適用されるものとします。 

 

第２２条（業務委託） 

会議所は、とくとく商品券の運営管理業務の一部を第三者に委託することがあります。 

 

第２３条（お問い合わせ窓口） 

とくとく商品券に関するお問い合わせは、下記窓口までご連絡ください 

 

【実施主体】 

川内商工会議所 

（電話番号）0996-22-2267 

（受付時間）平日9：00～17：00）※土・日・祝日は除く 
 

附 則 

この規約は、令和４年７月５日から適用します。 
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利用店舗登録に当たっての注意事項および誓約事項 

１．事業概要  

（1）とくとく商品券 
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２．利用店舗の参加条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

対象としない業態等  

 

 

 

 

 

 

 

 

３．注意事項 

（１）とくとく商品券の取扱い 

１．商品券は商品の販売、又はサービスの提供において使用可能です。 

２．他の商品券等との併用も可能ですが、それぞれの利用方法、利用期限等をよくご確

認ください。 

３．商品券と現金の交換は禁止しています。 

４．商品券面額以下の使用の場合であってもお釣りはお渡ししないでください。 

５．不足分は現金等で受け取ってください。 

６．後日商品券を持参されても、返金はできません。（当日限り有効です） 

７．商品券の保管にあたっては、折ったり破ったりしないようにご注意下さい。 

８．使用期間を過ぎた商品券は受け取らないでください。 

９．商品券の盗難・紛失、滅失または偽造、模造等に対して、発行者（川内商工会議

所）は責任を負いません。 

※商品券の盗難・紛失については、損害賠償が発生する場合があります。 

１０．商品券の交換又は売買はできません。 

 

・ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第

２条に規定する性風俗関連特殊営業を行う者，設備を設けて客に射幸心をそそるおそ

れのある遊戯をさせる営業を行う者  

・ 代表者が鹿児島県暴力団排除条例（平成 26 年鹿児島県条例第 22 号）第２条に規

定する暴力団，暴力団員，暴力団員等及び暴力団関係者であることなど  

利用店舗の要件は、次の1項もしくは2項に該当し、3項及び4項を満たしていること 

1. 薩摩川内市内で小売業・サービス業・飲食業・宿泊業等を営む個人事業主であるこ

と 

2. 薩摩川内市内で小売業・サービス業・飲食業・宿泊業等を営む薩摩川内市内に本店

の登記をしている法人であること 

（ただし、令和４年４月１日現在で川内商工会議所もしくは薩摩川内市商工会の会

員事業所は市外資本でも加盟可能） 

3. 新型コロナウイルス感染症の感染防止対策については、業種ごとの感染拡大予防ガ

イドラインを遵守すること 

4. 業務の内容が公序良俗に反する営業を行っている事業者でないこと 
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（２）換金手続き 

回収した使用済みとくとく商品券と換金伝票を、川内商工会議所もしくは薩摩川内

市商工会（本所・各支所）に持参してください。 

確認後、指定口座にお振込みいたします。 

換金サイクルは週１回です。（換金場所、換金スケジュールは下記参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・利用店舗は、換金伝票と商品券を川内商工会議所もしくは薩摩川内市商工会へ持参し

てください。  

・換金請求期間は、令和４年９月２日（金）～令和４年１１月１８日（金）とします。 

この期間を過ぎてからの受付には一切応じられませんので、必ず、上記期間中に換金

手続きをしてください。 

・商品券の換金は確認結果を正とし、入金額に異議がある場合は、入金日から２０日以

内に限って受付いたします。２０日を過ぎてからの異議お申し立てには一切応じられ

ませんのでご注意ください。 



「薩摩川内市新型コロナウイルス感染症関連 

地域の商いパワーアップ事業補助金」活用事業 

 

10 

 

４．誓約事項 

1. 商品の販売、又はサービスの提供なく商品券の換金を行いません 

2. 商品券を使用できない商品に対して、商品券での支払いを受け付けません 

3. 商品券の偽造・悪用・濫用及び再販、再流通・自店換金をいたしません 

4. 商品券を紛失・毀損した場合、または盗難があった場合は、すべて自己責任とします 

5. 商品券の使用期間中（令和4年8月27日～令和4年10月31日）は利用店舗として事業に

参加し、真にやむを得ない事情がない限り途中辞退はいたしません 

6. 商品券の取扱、利用店舗の責務のほか利用店舗規約および誓約事項に記載されている

内容に同意し、遵守します 

7. 商品券の利用に際して、消費者からの苦情や紛争が生じ、店舗側の責に帰すると認め

られる場合、自ら解決に努めます 

8. 商品券の取扱に対して川内商工会議所からの改善要請等があった場合にはそれに従い

ます 

9. 店舗名・所在地・電話番号・FAX番号・業種の公表（専用 HP・チラシ等に掲載）につい

て同意します 

10. 登録する店舗は「風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律第 2 条に規定す

る営業（同条第１項第１号から第３号を除く）を行う者」、「特定の宗教・政治 団

体と関わる店舗等」、「公序良俗に反する店舗」、「暴力団、暴力団員又は暴力団

員と社会的に非難されるべき関係を有している者」ではありません 

11. 利用店舗参加条件の第３項の感染防止対策を遵守いたします 


